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証券コード 9388 
2024年５月９日 

（電子提供措置の開始日 2024年５月２日） 

株 主 各 位 
 

埼玉県越谷市越ヶ谷一丁目５番17号９階 
 

株式会社パパネッツ 
 

代表取締役社長 伊藤 裕昭 
 

第29回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第29回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。 

 本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに

「第29回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。 

当社ウェブサイト（https://papanets.co.jp） 

上記ウェブサイトにアクセスしていただき「IR情報一覧」「IR資料」にてご覧ください。 

 

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。 

東証ウェブサイト 

（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show） 

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、｢基本情報」「縦覧書  

類/PR情報」を順に選択の上、ご覧下さい。 

 
なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら

電子提供措置事項の株主総会参考書類をご検討の上、2024年５月23日（木曜日）午後５時30分までに議
決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 
 

１. 日 時 2024年５月24日（金曜日）午前10時 

２. 場 所 埼玉県越谷市越ヶ谷一丁目５番17号 

当社本社８階会議室 

３. 目 的 事 項  

 報 告 事 項 第29期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）事業報告及び計算書類報告の件 

 決 議 事 項  
 
 第１号議案 剰余金処分の件 

 第２号議案 監査役１名選任の件 

 第３号議案 取締役の報酬限度額改定の件 

 第４号議案 譲渡制限付株式報酬制度の導入の件 

 第５号議案 役員賞与支給の件 

 
 

以 上 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
◎当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。 

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただ

きます。 
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事 業 報 告 
 
 

 

（ 2023年３月１日から 
2024年２月29日まで ） 

 

１．株式会社の現況に関する事項 
(1) 当事業年度の事業の状況 

 ① 事業の経過及びその成果 

当事業年度（2023年３月１日～2024年２月29日）における我が国経済は、雇用環境、所得環境

が改善する中で緩やかな景気の回復がみられました。また新型コロナウイルス感染症の５類移行

に伴い、社会活動の正常化、インバウンド需要の回復がみられるようになり、株価も史上最高値

を更新するなど景気は堅調に推移しました。しかしながらロシア、ウクライナ情勢など依然混沌

とした状況が続いており、資源・エネルギー価格の高止まりの状態が継続しております。 

このような環境の中、管理会社サポートサービスにおいては、建物定期巡回サービスの巡回受

託棟数が堅調に推移しました。また、企業出張などの再開により、マンスリーマンションサポー

トサービスにおいても、既存顧客及び新規顧客において設営、退去後清掃ともに受託件数が増加

しました。インテリア・トータルサポートサービスにおいては、当社取引先であるハウスメーカ

ー及び家具メーカーの販売復調傾向の進捗が芳しくない状況が続いており、依然としてコロナ禍

前の水準には戻らない状況が続いております。 

この結果、当事業年度の売上高は4,491,921千円（前事業年度比12.1％増）となり、営業利益

は337,551千円（前事業年度比14.9％増）、経常利益は341,749千円（前事業年度比16.2％増）、

当期純利益は235,220千円（前事業年度比16.2％増）となりました。 

 

② 今後の見通し 

今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の行動制限もなくなり、コロナ禍以

前の経済活動に近づいていくものと考えております。また、為替状況などの情勢もあり、インバ

ウンド需要も更なる増加となっていくものと思われます。 

当社では、これまで培ってきたノウハウをさらに強固にする為、事業における人と人とのつな

がり、共育にこれまで以上に注力をしていきます。管理会社サポートサービスでは、人財の共育

（※）、採用を進めていき、当社の強みである実作業とＤＸ活用の併用をすることによって、更

なる新規顧客獲得を見込んでおります。また、マンスリーマンションサポートサービスにおいて、

インバウンド増加によるマンスリーマンションの需要増が今後も予想され、新規設営、退去後清

掃ともに受託件数の増加が見込まれます。 

インテリア・トータルサポートサービスにおいては、ハウスメーカー向けの新サービスの展開

を進めており、通常の家具の配送にさらなる事業の成長・拡大を目指していく方針であります。 

このことを踏まえ、2025年２月期は売上高5,004,052千円（前事業年度比11.4％増）、営業利

益355,875千円（前事業年度比5.4％増）、経常利益330,984千円（前事業年度比3.2％減）、当期

純利益215,139千円（前事業年度比8.5％減）をそれぞれ見込んでおります。 

 

※当社では人材こそが最大の経営資源であるという考えから人材を人財と表しており、教育を

「教えて育つのではなく、共に育つ」との考えから共育と表しております。 

 

(2) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 設備投資の状況 

 該当事項はありません。 
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(4) 対処すべき課題 

当社は「大いなる御用聴きカンパニー」をスローガンに掲げ、既存事業の強化を進めながら、

事業領域の枠にとらわれず、幅広くお客様にサービスをご提供し、次代に向けた社会に貢献でき

る事業の拡大を目指してまいります。そのために、当社として、対処すべき課題は、以下のよう

に考えております。 

① 人財確保・人財育成 

当社の活動する業界は、労働集約型の産業でもあることから、当社事業の継続的な発展を実現

するためには、人財の確保及び人財育成は最重要課題であると認識しております。そのために、

新規採用、事業展開等を勘案したうえで必要な人財を適時採用する他、当社独自のカリキュラム

を用いた人財共育、外部ノウハウの活用などにも積極的に取り組んでまいります。 

また、当社と業務委託契約を締結する事業主等(以下「パートナー」という。)との提携も引き

続き進めてまいります。 

② 営業拠点の拡大 

当社のお客様は全国広域にビジネス展開をされている企業が多数です。そのため、全国各地で

の業務委託を望まれております。今後は、全国配送ネットワーク(以下、「パパネット」とい

う。)の強化と当社のパートナー並びに自社による支店・営業所の拡大が必要と考えております。 

③ 事業資金の安定確保 

 当社では、更なる事業拡大及び安定経営を見据え、資金調達手段の多様化を計画的に行うこと

で、中期・長期に安定した成長のための財務強化に努めてまいります。 

④ 新規事業への進出計画策定 

 当社は、主に不動産管理会社及びマンスリーマンション運営会社、並びにハウスメーカー及び

不動産流通会社のサポートを、全国のパートナー及びパパネットを通じて事業展開しております

が、既存顧客のみに偏ることのない事業展開を行うことが当社の安定的な発展には必要であると

考えております。そのためには、全国のパートナー及びパパネットを活用した新規事業の開拓及

び業務サポートシステムの開発を常に意識して計画を策定してまいります。 

 

(5) 財産及び損益の状況 
 

区  分 
第26期 

2021年２月期 
第27期 

2022年２月期 
第28期 

2023年２月期 

第29期 
2024年２月期 
当事業年度 

売 上 高 (千円) 3,541,515 3,629,241 4,007,972 4,491,921 

営 業 利 益 (千円) 161,906 242,130 293,892 337,551 

経 常 利 益 (千円) 157,159 242,851 294,100 341,749 

当 期 純 利 益 (千円) 111,443 157,073 202,369 235,220 

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 646.05 910.57 1,173.16 1,372.08 

純 資 産 (千円) 606,309 756,483 950,227 1,048,223 

総 資 産 (千円) 1,961,129 1,987,360 2,091,670 2,129,632 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 3,514.70 4,385.27 5,508.43 6,571.78 
 

 
 

(6) 重要な親会社及び子会社の状況 

 該当事項はありません。 

 

(7) 主要な事業内容 

当社は不動産管理会社、マンスリーマンション運営会社、ハウスメーカー及び不動産流通会社等

取引先のサポート業務として管理会社サポート事業とインテリア・トータルサポート事業を大都市

圏中心に展開しております。 

管理会社サポート事業として、取引先のマンション、アパート、ビル並びにコンテナといった管

理物件について当社と契約している事業者に業務を委託し、巡回による点検等を行っております。 

インテリア・トータルサポート事業として、二人体制で大型商材の運送、開梱、組み立て、設置
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までを全国配送ネットワーク（パパネット）を用い展開している他に、インテリアコーディネー

トサービス等を行っております。 

当社では取引先からの要望を汲み取り、サービスに展開することを「御用聴き」と称しておりま

す。当社の事業内容は不動産管理会社、マンスリーマンション運営会社、ハウスメーカー及び不

動産流通会社のサポートを行う御用聴き事業の単一セグメントです。 

 

(8) 主要な営業所及び従業員の状況 

① 営業所（2024年２月29日現在） 
 

名   称 所 在 地 

本社 埼玉県越谷市 

関東支店 埼玉県越谷市 

東京営業所 東京都江東区 

関西支店 大阪府豊中市 

福岡営業所 福岡県福岡市 

名古屋営業所 愛知県名古屋市 

沖縄営業所 沖縄県浦添市 

 

② 従業員の状況（2024年２月29日現在） 
 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

94名  ９名増  42歳６ヵ月 ４年７ヵ月 

  (注) 平均勤続年数は、2015年３月の株式会社三協運輸サービスからの事業分割受入時が起点です。 

 

(9) 主要な借入先及び借入額（2024年２月29日現在） 
 

借  入  先 借入残高（千円） 

株式会社武蔵野銀行 212,932 

株式会社埼玉りそな銀行 180,434 

株式会社足利銀行 45,260 

株式会社常陽銀行 44,800 

 

(10) その他株式会社の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項 
 

(1) 発行可能株式総数 690,000 株 

(2) 発行済株式の総数 172,500 株 

(3) 当事業年度末の株主数 ８ 名 

(4) 大株主   
 

株  主  名 持 株 数 持株比率 

株式会社花明 67,000 株 42.01 ％ 

中本 久富 31,900 株 20.00 ％ 

伊藤 裕昭 14,500 株 9.09 ％ 

二田 泰久 13,300 株 8.34 ％ 

宮﨑 恵子 12,100 株 7.58 ％ 

柳澤 謙介 10,300 株 6.46 ％ 

早坂 貴幸 10,300 株 6.46 ％ 

松本寝具株式会社 100 株 0.06 ％ 

(注)１．持分比率は自己株式(13,000株)を控除して算出しております。 

２．株式会社パパネッツが所有する株式については、会社法第308条第１項及び会社法施行規則

第67条の規定により議決権を有しておりません。 

 

(5) その他株式に関する重要な事項 

当社は、経営の安定化や株主価値向上の実現のため、機動的な資本政策の遂行を可能にするた

め、会社法第156条第1項及び第160条第１項の規定の定めにより、2024年１月24日の臨時株主総会

決議に基づき、2024年1月31日、株式会社花明より市場外による相対取引にて、13,000株（発行済

株式総数に対する割合は7.5％）の自己株式を総額107,900千円で取得しました。 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 
(1) 当事業年度末日における当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容

の概要 
 

名  称 第２回新株予約権 

新株予約権の数  

当社取締役（社外役員を除く） 532個 

当社監査役 44個 

社外取締役 ４個 

保有人数  

当社取締役（社外役員を除く） ６名 

当社監査役 １名 

社外取締役 １名 

新株予約権の目的である株式の種類及び数 （新株予約権１個につき25株） 

当社取締役（社外役員を除く） 当社普通株式 13,300株 

当社監査役 当社普通株式  1,100株 

社外取締役 当社普通株式    100株 

新株予約権の行使価額 １株当たり2,000円 

新株予約権の行使期間 2021年６月１日から2028年３月22日まで 

新株予約権の主な行使条件 

① 新株予約権者は、当社が株式会社東京証券取引所の特定上場有
価証券に関する有価証券上場規程の特例に基づき提出する2021年
２月期から2025年２月期のいずれかの事業年度における、発行者
情報に記載された損益計算書（連結損益計算書を作成している場
合、連結損益計算書）において、経常利益が下記(a)または(b)に
掲げる各条件を充たした場合、各新株予約権者に割り当てられた
本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使可
能割合」という。）を上限として行使することができる。 
(a) 経常利益が200百万円を超過した場合 行使可能割合：50％ 
(b) 経常利益が300百万円を超過した場合 行使可能割合：100％ 

  なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念
に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締
役会にて定めるものとする。 

  また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可
能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを
切り捨てた数とする。 

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社ま
たは当社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要
する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理
由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。 

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

 

(2) 当事業年度中に当社従業員に対して職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要 

 該当事項はありません。 
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(3) その他新株予約権に関する重要な事項 

名  称 第２回新株予約権 

新株予約権の数 378個 

保有人数  

当社従業員 51名 

新株予約権の目的である株式の種類及び数 
（新株予約権１個につき25株） 

当社普通株式 9,450 株 
 

新株予約権の行使価額 １株当たり2,000円 

新株予約権の行使期間 2021年６月１日から2028年３月22日まで 

新株予約権の主な行使条件 

① 新株予約権者は、当社が株式会社東京証券取引所の特定上場有
価証券に関する有価証券上場規程の特例に基づき提出する2021年
２月期から2025年２月期のいずれかの事業年度における、発行者
情報に記載された損益計算書（連結損益計算書を作成している場
合、連結損益計算書）において、経常利益が下記(a)または(b)に
掲げる各条件を充たした場合、各新株予約権者に割り当てられた
本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使可
能割合」という。）を上限として行使することができる。 
(a) 経常利益が200百万円を超過した場合 行使可能割合：50％ 
(b) 経常利益が300百万円を超過した場合 行使可能割合：100％ 

  なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念
に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締
役会にて定めるものとする。 

  また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可
能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを
切り捨てた数とする。 

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社ま
たは当社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要
する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理
由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。 

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 
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４．会社役員に関する事項 
(1) 取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 地位 担当及び重要な兼職の状況 

伊 藤 裕 昭 代表取締役社長 一般社団法人三安協代表理事 

二 田 泰 久 専務取締役 事業統括本部長 

宮 﨑 恵 子 常務取締役 管理本部長兼管理部長 

柳 澤 謙 介 取締役 管理本部総務部長 

早 坂 貴 幸 取締役 西日本事業部長 

関 口 義 之 取締役 経営企画室長 

武 田   茂 社外取締役 

武田公認会計士事務所所長 

税理士法人KOA代表社員 

キャノントッキ株式会社監査役 

一般社団法人三安協監事 

田 谷 一 成 社外取締役 

田谷一成公認会計士事務所代表 

株式会社Skyfall監査役 

公益財団法人松浦芸術文化財団監事 

長 池 知 己 監査役(常勤)  

澤 田 雪 児 社外監査役 澤田公認会計士事務所所長 

横 塚   章 社外監査役 あかね法律事務所 弁護士 
 

（注）１．武田茂及び田谷一成の両氏は、社外取締役であります。 

   ２．澤田雪児及び横塚章の両氏は、社外監査役であります。 

３．社外監査役澤田雪児氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。 

 

（2）責任限定契約の内容の概要 

当社は取締役武田茂氏、取締役田谷一成氏、並びに監査役長池知己氏、監査役澤田雪児氏及び

監査役横塚章氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度は法令が定める額

としております。 

 

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等 

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

しております。当該保険契約はすべての取締役及び監査役を被保険者としており、被保険者は保

険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者である役員等がその職務の執行に関し、

責任を負うこと又は当該責任追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につい

て補填されることとなります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為等の場

合には補填の対象としないこととしております。また、次回更新時には同内容での更新を予定し

ております。 
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（4）取締役及び監査役の報酬等の額 

区     分 
報     酬 

支給人員（名） 支給額（千円） 

取締役(社外取締役除く) ６ 151,240 

監査役(社外監査役除く) １ 10,560 

社 外 取 締 役 ２ 4,260 

社 外 監 査 役 ３ 4,380 

合 計 12 170,440 

(注)１．当事業年度末における取締役は８名、監査役は３名であります。 

２．2020年５月20日開催の第25回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額金２億円以内

（使用人兼務役員に係る使用人分給与を含まないものとする。）と決議いただいております。

当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８名（うち社外取締役２名）です。また、2020

年５月20日開催の第25回定時株主総会において、監査役の報酬額を年額金５千万円以内と決

議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。 

３．上記のほか、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額27,337千円（取締役６名26,697千

円、監査役１名640千円）を計上しております。 

４．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。 

 ①個別固定報酬に関する方針 

株主総会で決議された報酬限度の範囲内において、各取締役の職務内容、役割、成果実績及

び社会情勢等を総合的に勘案して取締役会で決定する。 

なお、社外取締役の報酬は、業務執行から独立した立場にあるために業績要素を一切加味し

ない月額固定報酬とする。 

②業績連動報酬等に関する方針 

業績連動報酬は賞与のみとし、金銭により年１回支払いを検討する。支給基準は会社の業績

及び個人の業績評価に基づき算定するため、支給しないこともある。 

③非金銭報酬に関する方針 

 該当事項はありません。 
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(5) 社外役員に関する事項 

①重要な兼職先と当社との関係 

 いずれの社外役員においても、重要な兼職先と当社との間に特別な利害関係はありません。 

区分 氏名 主な活動状況 

社外取締役 

武田 茂 

当事業年度に開催された取締役会19回のうち18回
に出席し公認会計士としての専門性と豊富な経験
に基づき、当社の経営全般に対し、意見を述べる
など、社外取締役として独立した立場から取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。 

田谷 一成 

社外取締役就任後に開催された取締役会３回のう
ち３回に出席し公認会計士としての専門性と豊富
な経験に基づき、当社の経営全般に対し、意見を
述べるなど、社外取締役として独立した立場から
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための助言・提言を行っております。 

社外監査役 

澤田 雪児 

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回
すべてに出席し、監査役会13回のうち13回に出席
し公認会計士としての知識と経験に基づき適宜発
言を行っております。 

横塚 章 

当事業年度に開催された取締役会19回のうち18
回、監査役会13回のうち12回に出席し弁護士とし
ての知識と経験に基づき適宜発言を行っておりま
す。 
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５．会計監査人の状況 
(1) 会計監査人の名称  Мｏｏｒｅみらい監査法人 

 

(2) 会計監査人の報酬等の額 

 報 酬 等 の 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,000千円 

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,000千円 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算出

根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等

の額について同意の判断をいたしました。 

 

(3) 非監査業務の内容 

   該当事項はありません。 

 

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

   該当事項はありません。 

 

(5) 補償契約の内容の概要等 

   該当事項はありません。 
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６．会社の体制及び方針 
(1) コーポレート・ガバナンスの状況 

当社は、コーポレート・ガバナンスを企業経営の重要事項と位置付けております。株主をはじ

め多様なステークホルダーとの適切な関係を維持し、社会に対する責任を果たしながら事業活動

を行うことが、長期的な業績向上や持続的成長の上で最も重要な課題のひとつと考えております。

コーポレート・ガバナンスの機能を充実させ、透明性と公正性の高い経営を確立することは当社

の重要な基本的責務です。 

このため、当社は取締役会を中心とした経営監督・監視機能を強化し、内部統制・リスク管理

等の問題に対処するため、コーポレート・ガバナンス体制を整備し、持続的発展を第一義に考え

た事業運営を行ってまいります。 

 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

イ．取締役会 

当社の取締役会は、８名の取締役(うち社外取締役２名)で構成されております。 

 取締役会は、法令、定款及び株主総会決議に基づき、取締役会規程等の会社運営の基礎となる

諸基準を整備し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を確保しております。なお、定時取締役

会を毎月１回、その他必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項を決定してお

ります。 

取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告するものとしており、これをもとに、取締役

会は取締役の職務執行を監督しております。 

ロ．監査役 

当社は監査役会制度を採用しており、３名(うち社外監査役２名)で構成されております。監査

役会は原則として毎月１回定期的な開催に加え、重要事項等が発生した場合、必要に応じて臨時

監査役会を開催しております。 

監査役は、監査役監査規程に基づき、取締役の職務執行状況を適正に監査しております。 

監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の執行状況を監視し、適宜必要な意見を述べており

ます。 

また、常勤監査役は、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会にも出席し、全社的なリス

ク管理体制、コンプライアンスの状況を監視しております。 

なお、定款において監査役の定数を５名以内としております。 

 

(3) 内部統制システム整備の状況 

 当社は、職務権限規程の遵守により、業務を合理的に分担することで、特定の組織並びに特定の

担当者に業務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 
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貸 借 対 照 表 
 
 

 

（2024年２月29日現在） 
(単位：千円) 

 

資 産 の 部  負 債 の 部 

科   目 金   額  科   目 金   額 

【流動資産】 【1,544,549】  【流動負債】 【669,189】 

現金及び預金 884,810  買掛金 66,364 

売掛金 573,928  １年内返済予定の長期借入金 151,512 

商品 55,373  未払費用 303,484 

貯蔵品 5,958  未払法人税等 70,487 

前払費用 21,383  未払消費税等 30,014 

その他 3,095  前受金 4,856 

【固定資産】 【585,082】  預り金 15,504 

(有形固定資産) (360,128)  賞与引当金 9,615 

建物 113,944  役員賞与引当金 16,080 

機械及び装置 6,426  その他 1,270 

車両運搬具 3,622  【固定負債】 【412,219】 

工具、器具及び備品 1,915  長期借入金 331,914 

土地 234,220  役員退職慰労引当金 76,109 

(無形固定資産) (102,133)  その他 4,196 

特許権 13,515  負 債 合 計 1,081,409 

電話加入権 451  純 資 産 の 部 

ソフトウエア 51,267  【株主資本】 【1,048,199】 

ソフトウエア仮勘定 36,900  資本金 50,000 

(投資その他の資産) (122,820)  (資本剰余金) (114,450) 

投資有価証券 52,000  その他資本剰余金 114,450 

長期前払費用 678  (利益剰余金) (991,648) 

繰延税金資産 43,893  利益準備金 6,698 

敷金及び保証金 26,002  その他利益剰余金  

その他 246  別途積立金 2,000 

   繰越利益剰余金 982,950 

   自己株式 △107,900 

 
 
 

 【新株予約権】 【23】 

   純 資 産 合 計 1,048,223 

資 産 合 計 2,129,632  負債及び純資産合計 2,129,632 
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損 益 計 算 書 
 
 

 

（2023年３月1日から2024年２月29日まで） 
(単位：千円) 

 

科       目 金       額 

売上高  4,491,921 

売上原価  3,071,988 

売上総利益  1,419,932 

販売費及び一般管理費  1,082,381 

営業利益  337,551 

営業外収益   

受取利息 1  

受取配当金 2  

受取手数料 2,376  

為替差益 3,244  

助成金収入 1,033  

その他 2,624 9,283 

営業外費用   

支払利息 4,130  

その他 954 5,085 

経常利益  341,749 

特別利益   

固定資産売却益 149 149 

税引前当期純利益  341,899 

法人税、住民税及び事業税 118,988  

法人税等調整額 △12,309 106,678 

当期純利益  235,220 
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株主資本等変動計算書 
 
 

 

（2023年３月１日から2024年２月29日まで） 
(単位：千円) 

 

 

株      主      資      本   

資本金 

資 本 剰 余 金 利   益   剰   余   金 

自己株式 
株 主 
資 本 
合 計 

新 株 
予約権 

純 資 産 
合  計 

 
その他 
資  本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利  益 
剰 余 金 
合  計 

別  途 
積立金 

繰 越 
利 益 
剰余金 

当 期 首 残 高 50,000 114,450 114,450 3,766 2,000 779,986 785,753 － 950,203 23 950,227 

当 期 変 動 額            

剰余金の配当       2,932   △32,257 △29,325  △29,325   △29,325 

当 期 純 利 益           235,220 235,220  235,220   235,220 

自 己 株 式 の 
取 得 

       △107,900 △107,900  △107,900 

株主資本以外 
の項目の当期 
変動額合計 
( 純 額 ) 

                － － 

当期変動額合計 － － － 2,932 － 202,963 205,895 △107,900 97,995 － 97,995 

当 期 末 残 高 50,000 114,450 114,450 6,698 2,000 982,950 991,648 △107,900 1,048,199 23 1,048,223 
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【個別注記表】 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、貯蔵品 

 主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定) 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３年～31年 

機械及び装置 ７年 

車両運搬具 ２年～６年 

工具、器具及び備品 ３年～20年 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は以下のとおりであります。 

特許権 ８年 

ソフトウエア（自社利用分） ５年(社内における利用可能期間) 

 

(4) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分

を計上しております。 

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計上して

おります。 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

 

(5) 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 管理会社サポート事業 

当事業においては、主に建物定期巡回サービス、レンタルコンテナ点検サービス、マンスリー

マンションサポートサービスの提供等を行っており、建物巡回清掃、コンテナ巡回、室内清掃等

のサービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識して

おります。また、一部、顧客の契約者からの問い合わせ対応等のコールセンターサービスを提供

しておりますが、これは契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過

に応じて履行義務が充足されると判断し、サービスを提供する期間にわたり収益を認識しており

ます。 
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当事業のサービスに関する取引の対価は、サービスの提供後、概ね１ヶ月以内に受領しており

ます。 

なお、当事業におけるサービスの提供について紹介料等が生ずる場合、取引価格は、契約にお

いて顧客と約束した対価から当該紹介料等の見積額を控除した金額で算定しております。この

紹介料等の見積額は、あらかじめ契約などで決定していることが多いことから、当該契約に基

づき算定しております。 

② インテリア・トータルサポート事業 

当事業においては、主に全国ツーマン配送ネットワークサービス、一般商材の配送サービスの

提供等を行っており、配送、設置等のサービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されると

判断し、当該時点で収益を認識しております。 

当事業のサービスに関する取引の対価は、サービスの提供後、概ね１ヶ月以内で受領しており

ます。 

③ その他 

その他においては、主に当社が所有する不動産の賃貸等を行っており、賃貸借契約に基づく賃

貸借期間にわたり収益を認識しております。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

非上場株式の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

投資有価証券（非上場株式） 52,000 千円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

市場価格のない株式等は、投資先企業の超過収益力を反映して、１株当たり純資産額を基礎と

した金額に比べて相当高い価額で取得しております。市場価格のない株式等の評価に当たっては、

投資先企業における財政状態の悪化や超過収益力の毀損等により、超過収益力を反映した実質価

額が取得原価に比べて著しく低下した時点で、減損処理を実施することとしております。 

投資先企業の投資時における超過収益力の毀損の有無を判断するに当たっては、投資先企業の

投資時における事業計画の達成状況、将来の成長性、業績に関する見通し等を総合的に勘案して

おります。 

投資先企業の業績が事業計画を大幅に下回るなど超過収益力を含む実質価額が著しく低下した

場合には、翌事業年度において減損処理を実施する可能性があります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保資産及び担保付債務 

① 担保に供している資産 

建物（純額） 75,551 千円 

土地 139,974 千円 

計 215,526 千円 

 

② 担保に係る債務 

１年内返済予定の長期借入金 15,672 千円 

長期借入金 150,624 千円 

計 166,296 千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 99,621 千円 
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数   普通株式 172,500株 

 

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数    普通株式  13,000株 

 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

（千円） 

1株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2023年５月29日 
定時株主総会 

普通株式 12,075 70.00 2023年２月28日 2023年５月30日 

2023年10月13日 
取締役会 

普通株式 17,250 100.00 2023年８月31日 2023年11月17日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額 

（千円） 

1株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2024年５月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 15,950 100.00 2024年２月29日 2024年５月27日 

 

③ 新株予約権等に関する事項 

新株予約権の 
内訳 

新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末 
残高（千円） 当事業年度 

期首 
増加 減少 当事業年度末 

第２回 
新株予約権 
（注）１ 

普通株式 23,950 － － 23,950 23 

合計 23,950 － － 23,950 23 

（注）１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を

記載しております。 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産   

賞与引当金 3,294 千円 

役員賞与引当金 5,509 千円 

役員退職慰労引当金 26,074 千円 

未払社会保険料 1,315 千円 

未払事業税 6,991 千円 

未払事業所税 707 千円 

繰延税金資産合計 43,893 千円 

繰延税金資産純額 43,893 千円 
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６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

①  金融商品に対する取組方針 

当社は、経営会議で策定された資金繰り計画に照らして、適宜必要な資金(主に銀行借入)を調

達し、短期的な運転資金に関しても銀行借入により調達しております。一時的な余資は、安全

性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

 

②  金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。借入金につい

ては、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で

14年後であります。 

 

③  金融商品に係るリスク管理体制 

ⅰ）信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権である売掛金等は、担当者が所定の手続に従い、債権回収の状況を定期的にモニタリ

ングして、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、経営会議において、当該取引実行の決定や回収状

況の報告が行われております。 

ⅱ）資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

営業債務及び借入金については、月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

④  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

⑤  信用リスクの集中 

当期の貸借対照表日現在における営業債権のうち33.65％が特定の大口顧客に対するものであ

ります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

長期借入金（※２） 483,426 475,324 △8,101 

負債計 483,426 475,324 △8,101 

(※１) 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」に

ついては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので

あることから、注記を省略しております。 

(※２) １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

(※３) 市場価格のない株式等は、時価開示の対象としておりません。当該金融商品の貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。 

 当事業年度(千円) 

非上場株式 52,000 
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

 

 ① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

  該当事項はありません。 

 

 ② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金(※) － 475,324 － 475,324 

負債計 － 475,324 － 475,324 

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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７．賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、埼玉県においてオフィスビル(土地を含む)、倉庫、アパート、神奈川県にトランク

ルームを有しております。オフィスビルの一部については、自社のオフィスとして使用している

ため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。 

 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 決算日における時価 

賃貸等不動産 213,342 175,603 

賃貸等不動産として使用される 
部分を含む不動産 

126,729 221,330 

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．時価の算定方法 

主として直近の「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額によっております。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

         （単位：千円） 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主 要 株 主
（個人）が
議決権の過
半数を所有
している会
社 

株式会社 
花明 

埼玉県 
北葛飾郡 
松伏町 

10,000 投資事業 
（被所有）
直接42.01 

なし 
自己株式の

取得 
(注)１ 

107,900 － － 

主 要 株 主
（個人）が
議決権の過
半数を所有
している会
社 

株式会社

三協運輸

サービス 

埼玉県 
越谷市 

55,000 
一般貨物 
運送事業 

なし 
関東圏内の配送
委託 

関東圏内の
配送委託料
の支払 
(注)２ 

274,777 未払費用 23,975 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １．2024年１月24日開催の臨時株主総会特別決議に基づき、当社普通株式13,000株を１株当た

り8,300円で取得しております。取得価格は、独立した第三者による株価評価書を勘案して決

定しております。 

２．取引の都度、交渉して価格を決定しており、支払条件は第三者と比較して同等でありま

す。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産 6,571円78銭 

１株当たり当期純利益 1,372円08銭 
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10．収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
（単位：千円） 

 
管理会社サポート 

事業 

インテリア・ 
トータルサポート 

事業 
その他 合計 

共同配送収入 － 655,034 － 655,034 

建物巡回清掃売上 699,858 － － 699,858 

運送売上 275,892 329,207 － 605,099 

コンテナ巡回売上 528,173 － － 528,173 

室内清掃売上 784,156 － － 784,156 

ホテル清掃売上 22,561 － － 22,561 

販売売上 567,303 62,725 － 630,029 

コールセンター売上 148,385 － － 148,385 

その他 282,542 106,278 － 388,820 

顧客との契約から生じる収益 3,308,873 1,153,245 － 4,462,118 

その他の収益 － － 29,802 29,802 

外部顧客への売上高 3,308,873 1,153,245 29,802 4,491,921 
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「会計監査人の監査報告」 

独立監査人の監査報告書 

2024年４月26日 

 

株式会社パパネッツ 

 取締役会 御中 

 

Mooreみらい監査法人 

                        東京都千代田区 

指定社員 
公認会計士 宇田川 和彦 

業務執行社員 

指定社員 
公認会計士 井 出 嘉 樹 

業務執行社員 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社パパネッツの2023年３月１日から2024年２月

29日までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当

該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、

そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

以 上 
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「監査役会の監査報告」 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、2023年３月１日から2024年２月29日までの第29期事業年度の取締役の職務の執行

に関して各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお

り報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議

に出席し、取締役及び使用人等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財

産の状況を調査いたしました。 

 また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を適

切に整備している旨の報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた

しました。 

 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人Mooreみらい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

2024年４月26日 
株式会社パパネッツ 監査役会 

 

監 査 役（常勤） 長 池 知 己 ㊞  
監 査 役（社外監査役） 澤 田 雪 児 ㊞  
    

監 査 役（社外監査役） 横 塚   章 ㊞  
    

 

以上 
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株主総会参考書類 
第１号議案 剰余金処分の件 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営方針のひとつとして位置付けており、財務体質の強化

と将来の事業展開に備えた内部留保の充実を図りながら、安定的に配当を継続することを基本方針とし

ております。この方針に基づき、当期の期末配当につきましては次のとおりといたしたいと存じます。 

１．配当財産の種類 

   金銭といたします。 

２．株主に対する配当財産の割り当てに関する事項及びその総額 

  普通株式１株につき100円といたしたいと存じます。 

  なお、この場合の配当総額は15,950,000円となります。 

３．剰余金の配当が効力を生ずる日 

   2024年５月27日（月曜日）といたしたいと存じます。 

 

 

第２号議案  監査役１名選任の件 

監査役長池知己氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。 

つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

職名 氏名 生年月日 略歴、地位及び重要な兼職の状況 

所有 

株式数 

(株) 

監査役 

(常勤) 
長池 知己 1959年８月11日 

1983年４月 
 

北海道大成パルコン株式会社(現大成建設ハウジング

株式会社)入社 

－ 

1986年５月 
 

株式会社インテリアセンター(現株式会社カンディハ

ウス)入社 

2008年12月 株式会社パパサン入社 

2009年12月 ドゥーマンズ株式会社取締役就任 

2013年12月 当社取締役就任 

2020年５月 当社常勤監査役就任(現任) 

(注)  １．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 ２．長池知己氏が原案どおり選任された場合、当社は同氏との間で会社法第423条第１項の

賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任限

度額は法令の定める最低限度額となります。 

 ３．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当社監査役を含む被保険者が行った行為に起因する損害賠償請求がな

されたことによる法律上の賠償金や争訟費用等を当該保険契約によって補填することとし

ております。候補者長池知己氏が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保

険者となります。なお、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して

おります。 

 

 

 

第３号議案 取締役の報酬限度額改定の件 

 当社の取締役の報酬額は、2020年５月20日開催の株主総会において、取締役の報酬額を年額２億円以

内（うち社外取締役分は年額５千万円以内）とご決議いただき今日に至っておりますが、その後の経済

情勢の変化及び2024年１月24日の臨時株主総会にて承認いただいております取締役が１名増員されたこ

と等諸般の事情を考慮して、取締役の報酬額を年額５億円以内（うち社外取締役分は年額７千万円以内）

と改めさせていただきたいと存じます。 

 現在の取締役は８名（うち社外取締役２名）です。本総会終結後の取締役の員数に変更はありません。 
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第４号議案 譲渡制限付株式報酬制度の導入の件 

 当社は、取締役の報酬制度の見直しを行い、取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度を導入したいと

考えております。 

1.  本制度の導入目的等 

（１）本制度の導入目的 

本制度は、当社の対象取締役に、当社企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも

に、中長期的な企業価値向上に向けた取り組みや株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的と

した制度です。 

当社の取締役の金銭報酬の額は、本株主総会に上程致します役員報酬の改定に関する議案が原案通り

承認可決された場合、年額５億円以内となります。本株主総会では、上記の報酬枠とは別枠にて、本制

度を新たに導入し、対象取締役に対して本制度に係る報酬枠を設定することにつき、株主の皆様にご承

認をお願いする予定です。 

 

（２）本制度の導入 

本制度は、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために金銭債権を報酬として支給することと

なるため、本制度の導入は、本株主総会において係る報酬を支給することにつき株主の皆様のご承認を

得られることを条件といたします。 

 

2.  本制度の概要 

本制度において対象取締役は、取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の全部

を現物出資財産として払い込み、当社普通株式について発行又は処分を受けます。 

本制度に基づき対象取締役に対して支給する金銭報酬債権の総額は、年額30,000千円以内とし、各対

象取締役への具体的な支給時期及び配分については、当社の取締役会にて決定いたします。 

本制度により当社が新たに発行または処分する普通株式の総数は、年1,500株以内（ただし、本株主

総会の決議の日以降の日を効力発生日とする、当社の普通株式の無償割当てを含む株式分割又は株式併

合が行われた場合、当該効力発生日以降、分割比率・併合比率等に応じて、当該総数を、必要に応じて

合理的な範囲で調整する。）とし、その１株当たりの払込金額は、各取締役会決議の日の前営業日にお

ける東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立

つ直近取引日の終値）又は第三者評価機関が算定した当社の普通株式の1株当たりの公正価値を基礎と

して当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会におい

て決定します。 

なお、本制度による当社の普通株式（以下「本株式」といいます。)の発行または処分に当たっては、

当社と譲渡制限付株式報酬の支給を受ける予定の対象取締役との間において、①一定期間（以下「譲渡

制限期間」といいます。）、本株式に係る第三者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を禁止する

こと、②一定の事由が生じた場合には当社が本株式を無償取得することなどをその内容に含む譲渡制限

付株式割当契約が締結されることを条件といたします。本株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設

定その他の処分をすることができないよう、譲渡制限期間中は、当社が指定する証券会社に開設する専

用口座で管理される予定です。 
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第５号議案 役員賞与支給の件 

当社の業績等を勘案して、当期末時点の取締役８名（うち社外取締役２名）及び監査役３名（うち社

外監査役２名）に対し、役員賞与総額16,080,000円（取締役分14,040,000円、社外取締役分720,000円、

監査役分1,320,000円）を支給することといたしたいと存じます。 

なお、本議案は、当社の事業規模やこれまでの支給実績等を総合的に勘案し、取締役会で決定してお

り、相当なものであると考えております。 

なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、監査役については監

査役会の協議にご一任いただきたいと存じます。 

 

以 上 


